
福祉部　長寿課

認知症理解普及啓発事業

令和８年度“「長久手市役所の仕事」通知表”の作成
～長久手市行政評価・外部評価～
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１　事業概要

認知症理解普及啓発事業

急速な高齢化を背景に、高齢者が要介護状態になるの
を防ぎ、住み慣れた地域で自立した生活を続けられる
ようにする体制の整備が必要なため

→認知症になっても安心して暮らすことができる地域
づくりが制度的に位置づけられた（添付のとおり）

◆事業名

◆事業開始の背景
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２　事業の実施体制

福祉部次長兼長寿課長　１人

いきいき長寿係長　　　１人

同係主事（保健師）　　１人

同係会計年度任用職員（看護師）　１人

◆組織体制、人員
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３　事業の目的①

地域での認知症の方や家族に対する見守りや協力
体制ができ、認知症の方が自分らしく地域で暮ら
していくことができるようになる。

　　　　　　　　　　

◆事業のゴール（市としてどうなるのか）
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最終アウトカム

共生社会の実現
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３　事業の目的②

市民
※みんなでつくるまち条例の定義による「市民」

　→市民 市内に住む者、市内で働く若しくは学ぶ者又は市内で事業若しくは活動を行う者（法人その他の団体を含みます。）

認知症について正しい理解をし、認知症の方本人
視点で考えられる人が増える。

◆事業対象（誰、何を対象にしているか）

◆対象者がどうなることを目指すか
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中間アウトカム



３　事業の目的③

◆どんな活動を行うのか
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【認知症にやさしいお店】
店舗の登録を通して、従業員や
お店を利用する市民に、認知症
に対する理解や正しい知識を備
えていただく。こうした取組が、
認知症の方の意思を尊重し、認
知症になっても安心して暮らせ
る地域づくりにつながっていく。

【具体的な活動】

①高齢者が多く訪れる店舗等へ

　のアプローチ

②従業員の方を対象とした研修

　の実施

③普及啓発に関する連携

普及啓発
「新しい認知症観」
の理解促進

本人支援
認知症本人の意思

等の尊重

地域づくり
本人・家族が安心して
暮らせる地域づくり

※国の認知症施策推進基本計画に沿って取組を整理



４ 成果指標

認知症にやさしいお店の従業員の研修受講者数

認知症にやさしいお店に登録する際の認知症サポーター養成講
座またはワンアクション研修を１店舗につき２名以上受講して
もらうことを目標に設定

◆成果推移と成果目標

◆成果指標（対象者の変化をはかることができる指標）

◆指標の設定根拠
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　R6年度
実績

　R7年度
実績

Ｒ８年度 Ｒ10年度

４６ ５４ ５８ ６０

（単位：人）



５ 事業のふりかえり

◆令和７年度の活動エピソード

・「新しい認知症観」（認知症になってもできることは
あり、自分らしく暮らせるといった考え）の普及啓発を
兼ねて、令和４年度以前に登録していた店舗に再度の研
修受講を依頼した（７店舗は研修受講が難しいため登録
解除になった）。
・新たに調剤薬局や金融機関にアプローチしたところ、
１０店舗の新規登録につながった。
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◆事業開始からの主要なエピソード

・やさしいお店の方の声かけ・見守りにより地
域包括支援センターへつながった方がいる。

・やさしいお店登録店と連携し、アルツハイ
マー月間中に店舗内で普及啓発をおこなった。



６ 課題分析①

◆目標達成のために対処が必要な要因

・引き続き、高齢者が日常生活の中で多く訪れ
る店舗等へのアプローチが必要

・認知症にやさしいお店の市民への周知活動が
必要

・見守りが機能するよう、認知症に関するト
ピックの情報提供やアルツハイマー月間等での
普及啓発の連携した取組の働きかけが必要
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◆目標達成状況（進捗状況は順調か）

改善ポイント

どちらともいえない

認知症にやさしいお店の登録店舗数が伸びているため、従業員の研修受講者数も増加して
いる。店舗ごとの受講人数についてはお店に任せているが、できるだけ受講者が不在とな
ることがないよう複数人に受講してもらえるよう働きかけが必要である。



６　課題分析

◆事業の方向性
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事業の方向性 コストの方向性

◆中長期の計画（　　　　　　を踏まえ具体的に記入）改善ポイント

・公共交通機関等の高齢者が日常的に訪れる事業所
へのアプローチ
・新しい認知症観の普及啓発や認知症にやさしいお
店の周知活動の拡充
・登録してくれた店舗等への継続的なアプローチ
・認知症の方「本人の声」を起点とした施策の検討
（認知症施策推進基本計画の策定）

拡充 維持 縮小/廃止



７　おわりに

◆外部評価実施者に助言をもらいたいことなど

適切な成果指標の設定について
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令和８年度外部評価　【認知症理解普及啓発事業】 

＜事前質疑（１回目）＞ 

 

 質問（外部評価実施者） 回答（担当課）

 国費が投入されているので、市が取り組んで

いる内容が国の設計思想と合致しているべ

きである。Ａ票には、「やさしいお店」に関

する活動や成果しか書かれていないが、地域

の現状をどう分析し、市民らが具体的にどの

ような状態になってほしいと考えているか。

そしてそれは国の設計思想と合致している

のか。

国は、令和６年１月に施行された「共生社会の実現を推進するための

認知症基本法」において、認知症の人を含めた国民一人一人がその個

性と能力を十分に発揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ支え合いな

がら共生する活力ある社会（共生社会）の実現を推進することを目的

としています。 

本市においても、共生社会の実現という国の考えに則り、認知症につ

いて正しい理解をし、認知症の方本人視点で考えられる人が増えるこ

とを目的に、認知症にやさしいお店をはじめとする認知症施策に取り

組んでいます。

 
研修の受講が難しく登録解除になった店舗

がいくつかあったようだが、そのことについ

てどう問題意識を持っているか。店舗のメリ

ットを考慮するなど、何か対策は講じている

か。

認知症について正しく理解し、見守り等の対応を行っていただくため

には研修の受講は必要であると考えています。 
対策としては、受講にかかる店舗の負担を減らせるよう確保できる時

間に合わせて２種類の研修メニューを用意するなど工夫しています。 
また、実際に認知症の方の対応に苦慮したという声もお聞きすること

から、研修をきっかけに接客に活かしていただけることもメリットと

してお伝えしています。
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＜事前質疑（２回目）＞ 

 追加質問（外部評価実施者） 回答（担当課）

 説明資料 p.9 の 3 交点として「認知症にや

さしいお店」活動があることは理解しまし

た。他方で、本事業ではほかにも 7つ程度の

活動があるとのご説明が 6/22 の事前打合せ

で行政課からなされています。 

本説明資料に追記する形でそれらの活動

をご記載、ご説明いただいたうえで、成果指

標としてその中のたった一つの活動に関わ

る数値を設定した考え方や合理性をご説明

いただけるでしょうか？ 

　質問の趣旨は、事業目標の達成に向けては

あまりに矮小化された成果指標に思えるか

らです。事業全体を俯瞰したときに、より適

切な成果指標が設定できるなら、一緒に考え

させていただければと思って質問させてい

ただいています。

　認知症理解普及啓発事業の中には、「認知症にやさしいお店」以外

の取組もありますが、「やさしいお店」が認知症施策において重要と

されている３つの観点「普及啓発・本人支援・地域づくり」のすべて

に関わり、本市が特に力を入れている取組であったこと、また過去か

ら成果指標のほか活動指標も「やさしいお店」の取組で設定し、推移

を報告していたため、事業全体を捉えた成果指標を設定するという考

えに至らなかったことなどが挙げられます。 

「やさしいお店」の登録自体、お店側の善意・地域貢献であり、市

からお店への支出等はないことから、成果指標のために、さらに店へ

協力を求める（例：認知症と思われる人に声かけした人数等を設定す

れば、カウントする手間が生じる）ことは難しく、長寿課でも成果指

標の設定に苦慮しているところがありました。 

このため、事業全体を捉えたより適した成果指標を設定できないか

検討したいと考えています。 

参考に、「認知症にやさしいお店」を含め、事業全体の取組をまと

めた「認知症施策進捗管理表」を添付します。 

　当日、ご意見をくださると大変ありがたいです。
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 ・委託内容を確認したいので、委託契約書

の仕様書の写し等、委託内容が分かるもの

を提示してください。 

・推進員と長寿課の連絡会議に基づいてど

のように改善検討を行ってきたか、過去３

年間ほどの実績を教えてください。 

 

 

 

 

 

・長寿課の担当者は、認知症理解普及啓発

事業に日常業務の何割ほどの時間を割いて

いますか。また、その業務内容はどのよう

な事ですか。 

 

・「令和8年度長久手市地域包括支援センター運営事業業務委託その1

仕様書」及び令和8年度認知症地域支援推進事業実施要領」を添付し

ます。 

・連絡会議では、「認知症施策進捗管理表」に基づき、毎月、各推進員

から、その１か月の進捗や取組を進める中での課題等を共有してもら

い、協議を行っています。改善については、これまですでに登録済みで

あった認知症にやさしいお店へアプローチできていないという課題感

から、既存店への訪問、再度の研修受講依頼というアクションにつなが

りました。また、適切な支援・相談窓口や医療・介護サービスをわかりや

すくまとめた「認知症ケアパス」について、過去のものが、症状の進行や

状態の個人差についての配慮がなく、本人や家族に不安を与えてしま

うのではないかといった懸念から、本人・家族の視点を取り入れた内容

に変更し、より手に取っていただきやすい内容としました。 

・担当の職員は、他に５つ程度の主担当業務を兼務しており、この事業

に割く割合は、おおよそ３割程度だと認識しています。具体的には、認

知症理解普及啓発に関する推進員をはじめとした関係者との連絡調

整、周知や記録といった事務作業、認知症にやさしいお店に関しては、

新規店舗へのアプローチやアルツハイマー月間での協力依頼等も行っ

ています。また、会計年度任用職員（看護師）については、「認知症初期
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・長久手市の認知症者は、何人で、等級別

ごとの人数はどのようになっていますか。 

 

 

 

・認知症サポーター養成講座の講座回数、

受講者の実績を教えてください。 

 

 

 

・認知症カフェに、市長をはじめ役職者の

皆さんどの様な頻度で行かれ、意見、感想

がありましたか。

集中支援事業」を主に担当していますが、この事業についても、会議等

へ出席したり、事務的なサポートをしてもらっています。 

・高齢者の認知症の程度を踏まえた日常生活自立度の程度を表す「認

知症高齢者の日常生活自立度」について、要介護度別の人数（令和８年

５月末時点）は別添のとおりです。 
　医師から認知症との診断を受けているわけではなく、同じ自立度でも

個人差があり、できることも異なるため、あくまで全体像を捉えるため

の数字と認識しています。 

・実績については以下のとおりです。 
令和７年度：２０回開催・受講者数延べ４３７名 
令和６年度：２７回開催・受講者数延べ５４０名 
令和５年度：２６回開催・受講者数延べ４４８名 
事業を開始してから数えますと、令和７年度末時点で、延べ約14,800

名の方に受講していただいています。 

・市長については、正式に認知症の方が集まる場へ参加した経験はあり

ませんが、福祉まつりや介護予防事業の見学などを通じて幅広く現場

の声を伺っています。また、市内の企業等が集まる場において、企業様

向けにも「認知症にやさしいお店」の啓発案内を行ったり、市長室前の

秘書広報課でも認知症サポーターが市役所にいる旨の啓発活動行って
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 います。 
　また、次長はじめ担当の役職者は、年に数回参加しています。認知症

にもさまざまな症状があり、ご本人の思いやご希望も、人それぞれであ

ると感じています。

 ・研修の負担が理由で協力店が増えにくい

という課題もあるようですが、お店の方から

すれば協力したい気持ちはあっても時間や

人手の負担が大きい事が原因ではないかと

思います。店側のメリットも考えると来店客

へのＰＲにもなるので、"やさしいお店認定

ステッカー"などを作ると、協力店である事

でイメージアップにもつながって良いので

は。 

・成果指標については、認知症家族の満足度

や認知症になっても安心して暮らせると回

答した市民の数などはどうか。

・ステッカーについては、すでに導入しております。しかし、ご指摘のと

おり、協力店である事でイメージアップにもなるというメリットで登録

につながることがあると考えられるため、ステッカーや市ホームページ

等での発信以外にも周知する方法を検討したいと考えています。 

 

 

 

 

・事業全体を捉えたより適した成果指標が設定できないか検討した

いと考えています。 

　当日、ご意見をくださると大変ありがたいです。



100認知症理解普及啓発事業【長寿課】
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3

⑵

市民 事業者

職員 その他

担当課 長寿課

予算区分（款-項-目-中事業） 3-2-1-4 認知症理解普及啓発事業

（中事業名） 認知症理解普及啓発事業 会計区分 介護保険特別会計

基本目標 誰もがいきいきと安心して暮らせるまち

政策 いくつになっても元気でいきいきと輝けるくらしの推進

施策 介護予防の推進

開始年度 平成30年度

終了予定年度 年度 　未定 市民・民間事業者との連携協働の可能性 両者と協働可

根拠法令等 介護保険法第１１５条の44第1項第2号から5号

関連計画 長久手市第９期高齢者福祉・介護保険事業計画

アウトプット（詳細はⅡへ） アウトカム（詳細はⅢへ）

②活動指標 ③中間成果 ④最終成果

【対象】

　対象の数： 60000

【事業内容】

（成果指標名）

令和８年度長久手市行政評価票（Ａ票：事業評価票） 対象年度 令和７年度

事業番号 100 事業名
認知症理解普及啓発事業

総
合
計
画

そ
の
他

①事業概要

（どんな取組を行うのか） （取組の進捗をはかるもの。
　また、それがどうなるのか）

（①【対象】がどのような
状態に変わるのか）

（大事業の将来像）

認知症について正しい理解を
し、認知症の方本人視点で考え
られる人が増える。

認知症になっても住み慣れた地
域で安心して暮らせるよう、認
知症について正しく理解し、認
知症の人や家族を温かく見守る
店舗等を増やす。

認知症にやさしいお店の従業員
の研修受講者数

Ⅰ

　
基
本
情
報

事
業
の
概
要
・
目
的

【アクションプラン指標】
認知症にやさしいお店店舗数
【累計】

【その他の指標】

大
事
業
共
通

地域での認知症の方や家族に対
する見守りや協力体制ができ、
認知症の方が自分らしく地域で
暮らしていくことができるよう
になる。



100認知症理解普及啓発事業【長寿課】

【アクションプラン指標】 基準値 23 目標値 23 25 27 29 30

目標値 30 実績 28 29

基準値 目標値

目標値 実績

基準値 目標値

目標値 実績

基準値 目標値

目標値 実績

　各年度の取組、改善したこと。目標が達成できなかった場合はその理由

活動指標名 単位
基準値（2023年）
目標値（2028年）

※AP指標のみ
区分

R6(2024)
年度

R7(2025)
年度

R8(2026)
年度

R9(2027)
年度

R10(2028)
年度

1 店舗
認知症にやさしいお店店舗数【累計】

2

3

4

事業開始
の背景

認知症の人や養護者（家族等）への効果的な支援体制を構築するとともに、理解していただくため、認知症になっても住み慣れた地域で自
分らしく生活を継続することを目指して事業を実施している。

Ｒ
６

市内ドラッグストア１０店舗及び調剤薬局１９店舗にアプローチし、普及啓発を行っ
た結果、２店舗の調剤薬局で新規登録となり、調剤薬局２店舗、民間企業３店舗の合
計５店舗の新規登録となった。

Ｒ
７

市内調剤薬局５店舗及び金融機関１０店舗にアプローチし、普及啓発を行った結果、
２店舗の調剤薬局、７店舗の金融機関で新規登録となり、調剤薬局２店舗、金融機関
７店舗、民間企業１店舗の合計１０店舗の新規登録となった。
（既存の登録店舗では、２店舗閉店、また新しい認知症観の普及のため令和４年以前
に認知症サポーター養成講座を受講した店舗に再度受講依頼を行ったが、７店舗受講
が難しいとの回答であったため合計９店舗が登録解除となった。それに伴い認知症に
やさしいお店の店舗数は累計２９店舗となった。）

Ｒ
８

Ｒ
９
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100認知症理解普及啓発事業【長寿課】

年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R10 年度

成果指標名（中間成果をはかるもの） 単位 成果指標の推移と目標

【現状】

46 54 58 60

成果達成状況 指標目標値の根拠

Ａ.想定より良い　Ｂ.想定どおり　Ｃ.どちらともいえない

Ｄ.想定を下回っている

評価の理由、分析

今後の方向性 今後の方向性の理由

Ａ.拡充　Ｂ.現状維持

Ｃ.縮小　Ｄ.廃止

改善ポイント

（成果指標を踏まえ、総合計画基本目標達成のため、必要性、有効性、効率性、公平性、歳入確保の観点等から見直しの余地のある取組を記入）

見直し

可能年度

認知症にやさしいお店の従業員の研修受講者数 人

Ｃ
認知症にやさしいお店に登録する際の認知症サポーター養
成講座またはワンアクション研修を１店舗につき２名以上
の受講をしてもらう。
R10年度には、認知症にやさしいお店登録数30店舗を目標
としており、1店舗につき従業員2名以上の受講を目指すこ
とから目標を60名と設定した。

認知症にやさしいお店の登録は、認知症サポーター養成講座の受講者がいることを条件としている
が、受講人数については定めていない。そのため、大型店舗については、複数人の受講者がいる
が、個人の店舗等小型店によっては１名のみの受講となっている。受講者が不在の場合がないよう
複数人の受講が望ましいと考えるため。

Ａ
引き続き、市内店舗へ認知症に優しいお店への登録をアプローチし、登録店舗数を増やし、市全体で認知症の方でも安心し
て買い物や用事等を済ますことができる環境を目指していく。

見直しの余地のある取組名
見直しの
方向性

理由及び具体的な見直しの内容

1 認知症にやさしいお店登録事業

　拡充
　改善
　縮小
　廃止

市内銀行に加え、公共交通機関等にも認知症の取り組みについてのアンケートを実施する。
また、アルツハイマー月間等で普及啓発に取り組んでもらえるよう働きかける。

R8

2

　拡充
　改善
　縮小
　廃止

3

　拡充
　改善
　縮小
　廃止
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100認知症理解普及啓発事業【長寿課】

R9年度の費用（R8年度比） （単位：千円） R6(2024)年度 R7(2025)年度 R8(2026)年度

Ａ.拡充　Ｂ.現状維持 予算 決算 予算 決算 予算

Ｃ.縮小　Ｄ.廃止 9,940 9,939 9,939 9,789 9,939

理由 合計額 8,027 8,026 8,026 7,905 8,026

（内　国費） 3,826 3,826 3,826 3,768 3,826

（内　県費） 1,913 1,913 1,913 1,884 1,913

（内　諸収入） 0 0 0 0 0

（内　その他） 2,288 2,287 2,287 2,253 2,287

一般財源 1,913 1,913 1,913 1,884 1,913

積算額 R8年度予算の内訳　＜細々節名、　予算額、（R7年度予算額）＞

Ｂ 事業費

特
定
財
源

共生社会の実現を推進するため、認知症
基本法第21条において、認知症に関する
普及啓発の推進が位置づけられているた
め。

Ⅳ

　
費
用

令
和
９
年
度
予
算
の
方
向
性
（
P
L
A
N
）

３
年
間
の
推
移

未定 認知症地域支援推進委託 9,939千円（9,939千円）
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